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アンケート調査結果のポイント 

 

１．法人の属性 

(1) 設立時期 

・阪神・淡路大震災の起こった 95 年以降に設立された団体が７割強を占め、ＮＰＯ法施行 

（98 年 12 月）以降に設立された団体が５割を超える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 活動分野 

・ＮＰＯ法人の活動内容は複合的かつ多様であり、単一分野では割り切れない。 

・福祉、地域づくり、社会教育、保健・医療、子ども、環境保全、文化芸術、国際交流が

活動の上位を占める。 

・特に福祉分野は、主たる分野として選択されている割合が高い。 
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（単位：団体(％(対有効))、N=1,418、有効：1,343）

－無効・無記入を除く－
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保健・医療（9.8%／22.6%）　

福祉（29.1%／22.8%）　

社会教育（4.4%／29.5%）　

地域づくり（6.4%／34.4%）　

文化・芸術（3.0%／16.9%）　

スポーツ（2.8%／7.2%）　

環境保全（8.5%／17.0%）　

災害救援（0.9%／5.0%）　

地域安全（0.4%／7.6%）　

人権・平和（0.8%／9.9%）　

国際交流（3.9%／14.3%）　

男女共同参画（0.4%／8.0%）　

子ども（6.9%／25.0%）　

ＮＰＯ支援（1.8%／10.3%）　

産業・起業支援（0.3%／4.9%）　

情報通信（0.7%／4.9%）　

科学技術（0.2%／2.2%）　

消費者保護（0.3%／2.0%）　

その他（1.4%／1.9%）　

主たる分野（有効：1,163） 従たる分野（有効：760）

－従たる分野は複数選択、無効・無記入を除く－

（単位：団体(主％/従％(対N))、N=1,418）
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２．事業規模・収入源 

(1) 事業規模の分布 

・全収支規模（年換算）の平均は 1,860 万円。 

（500 万円未満が４割強、1000 万円以上が 4割強、3000 万円以上が１割強。） 

・国際交流、文化・芸術、福祉等で収支規模の大きな団体が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 全収入内訳の構成比 

・ＮＰＯ法人全体では、事業収入、会費等の内部資金の割合が高く６割を占め、寄付・助

成、委託費等の外部資金の割合は低い。 

・分野別では、福祉は自主事業、地域づくりは会費、ＮＰＯ支援は行政の委託事業が多い。 

・国際交流は会費、寄付金、自主事業がほぼ同割合で、それ以外は寄付金の割合が低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全収支規模の分布
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（有効：1001団体）

年換算調整後
（有効：904団体）

－無効・無記入を除く－

（単位：％(対有効)、N=1,418）
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500万円未満

500万円以上～
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１億円以上

5000万円以上～
１億円未満

平均：16,301,755円

平均：18,575,558円

全収入内訳の構成比（主たる活動分野別）
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無記入( 185)

無効(   3)

その他(  13)

消費者保護(   2)

科学技術(   2)

情報通信(   8)

産業・起業支援(   2)

NPO支援(  22)

子ども(  71)

男女共同参画(   3)

国際交流(  45)

人権・平和(   8)

地域安全(   4)

災害救援(  10)

環境保全(  99)

スポーツ(  29)

文化・芸術(  34)

地域づくり(  69)

社会教育(  45)

福祉( 302)

保健・医療( 106)

合計(1,062)

会費・賛助会費等 寄付金・協賛金等 自主事業収入
融資金、助成財団の助成金等、行政の補助金、
民間の委託事業収入、行政の委託事業収入 利息、その他

（単位：％(対有効)、N=1,418、有効：1,062）

－無効・無記入を除く－
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３．組織・人員体制 

(1) 事務局のスタッフ 

①事務局スタッフの有無と人数 

・８割以上のＮＰＯ法人が事務局スタッフを持つ。 

・事務局スタッフ数は、平均 6.3 人。常勤ベースでは平均 2.5 人に留まる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②事務局スタッフの給与 

・事務局スタッフの給与は、常勤が 134 万円／年、非常勤が約 51 万円／年（4.3 万円／月） 

と非常に低く、ＮＰＯへの人材流入には給与水準の向上が課題。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局スタッフの有無

事務局スタッフが
いる
82.2%

無効
3.7%

無記入
2.6%

事務局スタッフは
いない
11.4%

（単位：％(対N)、N=1,418）

52 (6.2%)

46 (5.5%)

97 (11.6%)

13 (1.6%)

16 (1.9%)

30 (3.6%)

81 (9.7%)

86 (10.3%)

74 (8.9%)

75 (9.0%)

258 (30.9%)

6 (0.7%)
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1 (0.1%)

5 (0.6%)

2 (0.3%)

2 (0.3%)

9 (1.2%)

28 (3.6%)

69 (8.9%)

196 (25.2%)

154 (19.8%)

309
 (39.7%)

0 50 100 150 200 250 300 350

０円

50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上150万円未満

150万円以上200万円未満

200万円以上250万円未満

250万円以上300万円未満

300万円以上350万円未満

350万円以上400万円未満

400万円以上450万円未満

450万円以上500万円未満

500万円以上

常勤スタッフ(有効：834) 非常勤スタッフ(有効：778)

（単位：団体(％(対有効))、N=1,418）

－非常勤スタッフは年換算後、無効・無記入を除く－

スタッフの給与（１人当たり１年間）

　常勤スタッフ平均：1,341,071円

　非常勤スタッフ平均：514,011円

（1団体当たり）

有給 無給 合計

常　勤 1.7 0.8 2.5

非常勤 2.0 1.8 3.8

合　計 3.7 2.6 6.3

（単位：人、N=1,418、有効：1,180）

事務局スタッフの平均人数

―複数選択、無効・無記入を除く、特殊値補正―
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(2) 正会員（社員）・賛助会員 

・議決権を有する正会員数は平均 113 人、参加・支援の賛助会員数は 98 人である。 

・団体会員（平均：正会員 16 団体、賛助会員 13 団体）に比べて、個人会員が極めて多く、

ＮＰＯ法人が個人を中心にして成り立っていることが伺われる。 
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2.0
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正会員（社員）数
(有効:1,189団体)

賛助会員数 
(有効:689団体) 

（単位：％(対有効)、N=1,418）

－無効・無記入を除く、特殊値補正（平均）－

個人の正会員（社員）数と賛助会員数

平均:113.0人

平均:98.4人
20人未満

20人以上50人未満 50人以上100人未満

100人以上200人未満 1,000人以上

200人以上1,000人未満

57.9

56.6

9.3

16.8

12.1

10.5

11.6

8.6 4.4

5.7

3.0

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正会員（社員）数
(有効:473団体)

賛助会員数 
(有効:429団体) 

（単位：％(対有効)、N=1,418）

－無効・無記入を除く、特殊値補正（平均）－

団体の正会員（社員）数と賛助会員数

50団体以上100団体未満

100団体以上

平均:16.4団体

平均:13.0団体
５団体以上10団体未満

５団体未満

20団体以上50団体未満

10団体以上20団体未満
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(3) ボランティア 

①ボランティアの職業の構成比 

・家事専従者が１／３を占め、企業・団体職員、経営者・自営業者がそれに続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ボランティアの人数と活動時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜人数＞ 

・１ヶ月に延べ平均 50 人弱がＮ

ＰＯ法人においてボランティ

ア活動を行っている。 

・ 参加数 20 人未満が過半数を超

え、団体の事業規模、活動分野

により開きがある。 

＜活動時間＞ 

・１人当たりの平均活動時間は

20.4 時間／月で、全勤労者の平

均残業時間 9.8 時間／月（2000

年）を上回る。 

・他方、活動時間が 10 時間未満

のボランティアも半数近くあ

り、個人差がある。 

ボランティアの職業の構成比

その他
10.9%

他のＮＰＯ職員
1.8%

行政機関の職員
1.9%

専門家（弁護士・
会計士等）

4.2%

教員・研究者
4.7%

パート・
アルバイト

7.7%
学生
8.7%

経営者・
自営業者
14.8%

企業・団体職員
17.0%

家事専業者
28.2%

（単位：％(対有効)、N=1,418、有効：818）

－複数選択、無効・無記入を除く－

20人未満
51.9%

50人以上
100人未満
11.8%

100人以上
200人未満

6.7%

200人以上
5.0%

20人以上
50人未満
24.7%

（単位：％(対有効)、N=1,418、有効：806）

１団体当たり１ヶ月
平均
48.0人

－無効・無記入を除く－

ボランティアの延べ人数（1ヶ月当たり）

10時間未満
48.6%

10時間以上
20時間未満

18.7%

80時間以上
5.4%40時間以上

80時間未満
8.5%

20時間以上
40時間未満

18.9%

（単位：％(対有効)、N=1,418、有効：710）

１人当たり１ヶ月
平均

20.4時間

－無効・無記入を除く、特殊値補正（平均）－

ボランティアの平均活動時間（１人1ヶ月当たり）
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③ボランティアの手当等と交通費等の実費支払の有無 

・ボランティア手当のある団体は２割弱で、１人１日平均約 3.1 千円で１千円台が多い。 

・また、交通費等の実費支払は３割強に留まる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 外部からの出向や兼務の職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 最も必要とする人材 

・専門家・研究者に対するニーズが高く、人材の専門性や社会経験が重視されている。 

・特にスタッフでは、ボランティアに比べて、企業、行政、ＮＰＯ等の組織での活動の経

験者に対するニーズが高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外部からの人材受入れは、１割強

に留まっている。 

・行政よりも企業からの受入れが

多い。 

33.6

18.4

34.7

49.4

0.3

0.4

31.4

31.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実費(交通費等)の支払

ボランティア手当の支払

（単位：％(対N)、N=1,418）

ある ない 無効 無記入

ボランティア手当等の有無と実費（交通費等）支払の有無

　平均：3,101円／日

外部からの出向・兼務の職員の有無と内訳

いる
181(12.8%)

その他から
53(32.5%)

行政から
10(6.1%)

企業から
100(61.3%)

無記入
180(12.7%)

無効
2(0.1%)

いない
1,055(74.4%)

（複数回答）

(単位：団体(％)、N=1,418）

最も必要とする人材

7.8

19.6

6.4

17.2

9.2

1.3

27.7

23.6

10.9

4.2

13.3

13.6

6.3

3.5

18.3

17.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティア

事務局スタッフ

（単位：％(対N)、N=1,418）

ＮＰＯ経験者 企業・行政等職員 その他

学生 専門家・研究者等 家事専業者 無効 無記入
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４．他セクターとのパートナーシップ 

(1) 交流・連携・協働の有無と相手先（過去２年以内） 

・企業等とのパートナーシップを持つ団体は、全体の６割程度である。 

・大企業（２割）よりも中小企業や自営業者（計６割強）との関わりが多い。 

・行政とのパートナーシップを持つ団体は、全体の７割程度で対企業等より多い。 

・国よりも市町村や都道府県といった生活に密着した地方公共団体との関わりが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 関係の形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜対企業等＞ 

・企業等との関係の形態は「情 

 報・広報」が圧倒的に多い。 

・人材、資金、施設に加え、共

催、技術・ノウハウ、提言な

ど多様かつ双方向の協力関

係を持ち合っている。 

＜対行政＞ 

・ 行政との関係の形態は「情

報・広報」が圧倒的で、次い

で「委託」が多い。 

・ 共催、施設、提言も比較的多

く、資金はそれを若干下回っ

ている。 

企業等との関係の有無と相手先規模

無記入
213(15.0%)

その他
193(18.4%)

大企業
209(20.0%)

中小企業
349(33.3%)

自営業者
296(28.3%)

ある
819(57.8%)

ない
386(27.2%)

(単位：団体(％)、N=1,418）

（複数回答）

（過去２年以内の企業・自営業者・経済団体等との交流・連携・協働）

企業等との関係の形態

277(19.5%)

265(18.7%)

190(13.4%)

530
(37.4%)

239(16.9%)

232(16.4%)

166(11.7%)

248(17.5%)

25(1.8%)

165(11.6%)

33(2.3%)

386(27.2%)

0 100 200 300 400 500 600

人材

資金

物品

情報･広報

施設

技術・ノウハウ

委託

共催

評価

提言

その他

なし

（単位：団体(％(対N))、N=1,418、有効：1,189）

（過去２年以内の企業・自営業者・経済団体等との交流・連携・協働）

－複数選択、無効・無記入を除く－

行政との関係の有無と相手先機関

その他114(7.6%)

市町村
727(48.2%)

ない
245(17.3%)

無記入
212(15.0%)

ある
961(67.8%)

都道府県
515(34.2%)

国　151(10.0%)

(単位：団体(％)、N=1,418）

(複数回答）

（過去２年以内の行政機関（外郭団体含む）との交流・連携・協働）

行政との関係の形態

138 (9.7%)

220 (15.5%)

63 (4.4%)

579
(40.8%)

256 (18.1%)

148 (10.4%)

323 (22.8%)

259 (18.3%)

44 (3.1%)

244 (17.2%)

61 (4.3%)

245 (17.3%)

0 100 200 300 400 500 600

人材

資金

物品

情報･広報

施設

技術・ノウハウ

委託

共催

評価

提言

その他

なし

（単位：団体(％(対N))、N=1,418、有効：1,205）

（過去２年以内の行政機関（外郭団体含む）との交流・連携・協働）

－複数選択、無効・無記入を除く－
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(3) 関係相手の企業業種と行政セクション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 契約・取引の状況 

・契約・取引は、対企業等が１割強に対し、対行政では２割程度に達する。 

・対企業では、平均で約５社、取引件数で約 5件、取引総額で約 530 万円。 

・対行政では、平均で約３団体、取引件数で約４件、取引総額で約 1,110 万円。 

・対行政は、対企業に比べ、特定機関との間で大きい取引が行われるケースが比較的多い。 

＜対企業等＞ 

・関係相手の業種では、「サ

ービス業」が圧倒的に多い。 

・製造業、卸売・小売・飲食、

建設業が続いている。 

＜対行政＞ 

・「保健・医療・福祉」と「Ｎ

ＰＯ担当」が突出して多い。 

・それ以外では、教育、生活・

文化、環境が比較的多い。 

関係相手の業種

75 (5.3%)

2 (0.1%)

171 (12.1%)

176 (12.4%)

62 (4.4%)

111 (7.8%)

172 (12.1%)

82 (5.8%)

52 (3.7%)

315
(22.2%)

178 (12.6%)

0 50 100 150 200 250 300 350

農林漁業

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱・水道

運輸・通信業

卸売・小売・飲食

金融・保険業

不動産業

サービス業

その他

（単位：団体(％(対N))、N=1,418、有効：730）

－複数選択、無効・無記入を除く－

（過去２年以内の企業・自営業者・経済団体等との交流・連携・協働）

関係相手の行政セクション

418 (29.5%)

519 (36.6%)

132 (9.3%)

194 (13.7%)

93 (6.6%)

162 (11.4%)

74 (5.2%)

33 (2.3%)

71 (5.0%)

70 (4.9%)

229 (16.1%)

34 (2.4%)

73 (5.1%)

0 100 200 300 400 500 600

NPO担当

総務企画

保健・医療・福祉

生活・文化

土木・建設・運輸

環境

国際

労働

商工

農林水産

教育

防犯防災

その他

（単位：団体(％(対N))、N=1,418、有効：1,017）

（過去２年以内の行政機関（外郭団体含む）との交流・連携・協働）

－複数選択、無効・無記入を除く－

企業等との契約・取引総額

無記入
23.4%

300万円以上
1,000万円未満

11.2%

無効
4.3%

5,000万円以上
1.6%

1,000万円以上
2,000万円未満

9.0%

2,000万円以上
5,000万円未満

1.6%
100万円以上
300万円未満

19.7%

100万円未満
29.3%

（単位：％(対ある)、N=1,418、契約・取引が｢ある｣団体：188）

（過去２年以内の企業・自営業者・経済団体等との交流・連携・協働）

１団体当たり
平均

5,304,969円

行政との契約・取引総額

無記入
19.8% 100万円未満

21.9%

100万円以上
300万円未満

21.9%

1億円以上
2億円未満

0.0%

２億円以上
５億円未満

1.1%

無効
2.5%

5,000万円以上
１億円未満

1.1%

2,000万円以上
5,000万円未満

6.1%

1,000万円以上
2,000万円未満

7.9% 300万円以上
1,000万円未満

17.6%

（単位：％(対ある)、N=1,418、契約・取引が｢ある｣団体：278）

（過去２年以内の行政機関（外郭団体含む）との交流・連携・協働）

１団体当たり
平均

11,060,071円
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５．外部評価・情報公開・情報化 

(1) ＮＰＯの組織や事業を客観的に評価する仕組みの必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評議会設置・外部監査・会計の公開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ホームページと電子メールアドレス記載の有無 

 

・半数近くのＮＰＯが評価する仕組み

は必要と回答。他方、必要でないと

回答するＮＰＯも２割近く存在。 

・ 活動分野、事業規模によって、評価

する仕組みに対する回答に違いがあ

った。 

・評議会の設置、外部監査、

広範な会計公開を行って

いるＮＰＯ法人は、１～

２割程度に留まる。 

・外部資金を活用している

団体の方が、これらを実

施する傾向がある。 

・ホームページは４割、電

子メールは５割強のＮＰ

Ｏが保有する。 

・ＮＰＯ支援、国際交流、

社会教育等の分野で保有

が多い。 

評価する仕組みの必要性

必要である
46.8%

必要でない
16.5%

無効
0.6%

無記入
36.1%

（単位：％(対N)、N=1,418）

45.2%

38.6％

54.8％

61.4％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電子メール
(有効:1,415団体)

ホームページ 
(有効:1,415団体) 

あり なし・無記入

－無効を除く－

（単位：％(対有効)、N=1,418）

ホームページ・電子メールアドレスの記載の有無

外部評価・情報公開等への取り組み状況

22.4

11.4

70.7

67.4

80.0

21.4

0.1

0.1

0.1

8.5

10.1

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会計の公開

外部監査

評議会設置

（単位：％(対N)、N=1,418）

理事会とは別に評議会等を設置

評議会等は設置していない

無効

無記入

外部の専門家等の監査を受けている

外部の監査は受けていない

無効

無効

無記入

無記入

機関誌やホームページ等にも掲載

総会資料のみ


